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１．12 月 28 日、厚生労働大臣の諮問を受けていた労働政策審議会職業安定分科会労

働力需給制度部会(部会長：清家篤・慶応義塾大学塾長)は、労働者派遣法改正に向

けた「部会報告」をとりまとめ、即日、職業安定分科会で報告・答申された。「部

会報告」は ILO の三者構成主義に基づく公労使三者による厳しい議論を踏まえた上

での合意であり、労働者派遣法の創設以来の規制緩和の流れを転換し、労働者保護

の視点で法改正をはかるものとして概ね評価できるものである。 

 

２．「部会報告」の内容は、雇用環境などの変化を踏まえ、昨年 11 月に第 170 臨時国

会に提出した改正法案を一部修正するものであり、[1]常用雇用以外の労働者派遣

（登録型派遣）の原則禁止、[2]製造業務派遣の原則禁止（例外は常用雇用の労働

者派遣）、[3]違法派遣の際の派遣先による雇用契約申込みみなし制度の創設、[4]

原則禁止となる日雇い派遣の雇用契約期間の拡大（「30日以内」から「2か月以内」）、

[5]「派遣労働者の保護」の法律の名称・目的への明記、[6]均衡待遇の規定の追記、

などである。 

 

３．連合は、かねてより労働者派遣制度は常用型派遣を基本とした制度であるべきで

あり、違法な派遣に対しては直接雇用みなし規定を創設すべきであると主張してき

た。また製造業務派遣についても、原則禁止の取り扱いを含めて対応をはかるもの

としてきており、「部会報告」の内容は連合の主張に沿ったものである。一方で、

派遣先責任の強化や、特定労働者派遣事業における届出制から許可制への移行、専

門 26 業務の見直しなどの取り扱いは先送りとされ、課題も残った。 

 

４．今後、この「部会報告」にもとづき、年明けの通常国会には労働者派遣法の改正

法案が提出されることになる。連合は、早期の成立・施行を求めていくとともに、

引き続き先送りとなった課題への対応をはかっていく。そして連合のめざす、ある

べき労働者派遣制度に向けて、創設当時の専門的な業務に限定したポジティブリス

ト方式化をはかり、労働者保護のさらなる強化と雇用の安定化に取り組んでいく。 

 

以 上 


